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(57)【要約】
本発明は、本体（デバイス）に接続するハンドルのシス
テム、方法、および装置に関する。具体的には、本発明
の態様はデバイスに接続された取り外し可能なハンドル
に関連する。さらに、本発明の態様は、取り外しが可能
な状態でデバイスに接続されたハッチと、そのハッチに
取り外しが可能な状態で接続されたハンドルに関連する
。さらにまた、本発明の態様は、確実、且つ取り外しが
可能な状態でデバイスに接続された、二軸型ピボットハ
ンドルに関連する。さらに他の態様において、本発明は
取り外し可能なハッチを介して取り外し可能ハンドルに
接続されたデバイスに関連し、前記ハンドルは必要に応
じてハンドルを延長するための手段を有する。デバイス
は必要に応じて固定された電子装置を搭載し、電子装置
はコンピューター機器と通信する少なくとも一つの手段
を有する。
【選択図】図１１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　モバイルデバイス用取り付け用ハンドルであって、該モバイルデバイス用取り付け用ハ
ンドルは、;
　(a)先端部と後端部を有し、先端部には第一先端軸、及び第二先端軸があるハンドルで
あって、この第一と第二先端軸が前記先端部の向かい側に位置するハンドル;
　(b)第一ハッチ軸、及び第二ハッチ軸を有するハッチであって、この両ハッチ軸が前記
ハッチの向かい側に位置し、前記ハッチがさらに、第一スプリング（ばね）及び第二スプ
リングから成り立つ拡張機能を特徴とし、さらに第一チャネル（経路）壁及び第二チャネ
ル壁で形成されるチャネル領域も含まれているハッチ；
　(c)第一セクション、第二セクション、及び第三セクション部を有するデバイスであっ
て、第二セクション部が、前記ハッチの少なくとも一部分を確実、且つ取り外し可能にす
るための止まり穴が付いているデバイスを含み、；
　(d)前記ハンドルの先端の一部はハッチの一部に挿入され、この時第一先端軸は第一チ
ャネル壁と第二チャネル壁により確実、且つ取り外しが可能なように装着され、第二先端
軸は第一スプリングと第二スプリングで確実、且つ取り外しが可能なように装着され、さ
らに前記ハッチはモバイルデバイス用取り付けハンドルになるようデバイスの止まり穴内
に確実、且つ取り外しが可能なように装着されることを特徴とする、モバイルデバイス用
取り付け用ハンドル。
【請求項２】
　少なくとも一つのグリップ手段を有するグリップ（握り柄）部が付いていることを特徴
とする、請求項1に記載のモバイルデバイス用取り付け用ハンドル。
【請求項３】
　少なくとも一つのグリップ手段を有するグリップ（握り柄）部が付いており、このうち
少なくとも一つのグリップ手段は様々なグリップ手段のグループ内から選ばれ、このグル
ープはゴムのグリップ、粗面のグリップ、くぼみのグリップ、突起のグリップ、およびそ
れらの組み合わせから形成されるグリップなど、様々なコンビネーションで構成されてい
ることを特徴とする、請求項1に記載のモバイルデバイス用取り付け用ハンドル。
【請求項４】
　後部に少なくとも一つの対になった止まり穴があることを特徴とする、請求項1に記載
のモバイルデバイス用取り付け用ハンドル。
【請求項５】
　後部に少なくとも一つの対になった止まり穴があり、これには少なくとも一つの接続手
段が存在することを特徴とする、請求項1に記載のモバイルデバイス用取り付け用ハンド
ル。
【請求項６】
　後部に少なくとも一つの対になった止まり穴があり、これには少なくとも一つの、延長
ハンドルをしっかり接続する手段が存在することを特徴とする、請求項1に記載のモバイ
ルデバイス用取り付け用ハンドル。
【請求項７】
　後部に少なくとも一つの対になった止まり穴があり、これには少なくとも一つの、延長
ハンドルをしっかり接続する手段が存在し、この延長ハンドルが、延長ポール、伸縮自在
ポール、およびそれらの組み合わせから形成されるグループから選ばれることを特徴とす
る、請求項1に記載のモバイルデバイス用取り付け用ハンドル。
【請求項８】
　前記ハッチには少なくとも一つのストッパーが付いていることを特徴とする、請求項1
に記載のモバイルデバイス用取り付け用ハンドル。
【請求項９】
　前記ハッチの延長部には第一側壁と第二側壁があり、第一側壁には第一ハッチ軸、第二
側壁には第二ハッチ軸が存在し、この第一ハッチ軸が第二ハッチ軸の反対側にあることを
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特徴とする、請求項1に記載のモバイルデバイス用取り付け用ハンドル。
【請求項１０】
　前記ハッチには第一延長脚と第二延長脚があり、第一延長脚には第一ロック手段、第二
延長脚には第二ロック手段が付いており、この第一ロック手段と第二ロック手段が、前記
ハッチとハンドルを確実、且つ取り外しが可能な状態で固定することを特徴とする、請求
項1に記載のモバイルデバイス用取り付け用ハンドル。
【請求項１１】
　前記デバイスの第一セクションには少なくともディスプレー部が一つ付いていることを
特徴とする、請求項1に記載のモバイルデバイス用取り付け用ハンドル。
【請求項１２】
　前記デバイスには少なくとも一つの電子部品が含まれ、少なくとも一つの電子部品は少
なくとも一つのコンピューターと電子通信をする少なくとも一つの手段を有することを特
徴とする、請求項1に記載のモバイルデバイス用取り付け用ハンドル。
【請求項１３】
　前記デバイスには少なくとも一つの滑り止めの手段が付いていることを特徴とする、請
求項1に記載のモバイルデバイス用取り付け用ハンドル。
【請求項１４】
　前記デバイスには少なくとも一つの滑り止めの手段が付いており、少なくとも1つの滑
り止め手段は、ゴムグリップ手段、粗面グリップ手段、一連の窪み部のシリーズ、一連の
突出部のシリーズ、およびそれらの組み合わせから形成されるグループから選ばれること
を特徴とする、請求項1に記載のモバイルデバイス用取り付け用ハンドル。
【請求項１５】
　前記デバイスには少なくとも一つの電池ケースが付いていることを特徴とする、請求項
1に記載のモバイルデバイス用取り付け用ハンドル。
【請求項１６】
　前記デバイスの底面にはインク貯蔵部があることを特徴とする、請求項1に記載のモバ
イルデバイス用取り付け用ハンドル。
【請求項１７】
　前記デバイスの底面にはインク貯蔵部があり、取り外し可能な蓋がこの貯蔵部をカバー
していることを特徴とする、請求項1に記載のモバイルデバイス用取り付け用ハンドル。
【請求項１８】
　少なくとも一つの第一接続手段と少なくとも一つの第二接続手段が前記デバイスの空洞
部に存在し、この際、前記少なくとも一つの第一接続手段が前記第一ハッチ軸と、そして
前記少なくとも一つの第二接続手段が前記第二ハッチ軸と接続し、前記ハッチを前記デバ
イスに確実、且つ取り外しが可能な状態で固定することを特徴とする、請求項1に記載の
モバイルデバイス用取り付け用ハンドル。
【請求項１９】
　モバイルデバイス用取り付け用ハンドルであって、該モバイルデバイス用取り付け用ハ
ンドルは、;
　(a)先端部と後端部を有し、先端部には第一先端軸、及び第二先端軸があるハンドルで
あって、この第一と第二先端軸が前記先端部の向かい側に位置するハンドル;
　(b)第一ハッチ軸、及び第二ハッチ軸を有するハッチであって、この両ハッチ軸は前記
ハッチの向かい側に位置し、前記ハッチがさらに、第一スプリング（ばね）及び第二スプ
リングから成り立つ拡張機能を特徴とし、さらに第一チャネル（経路）壁及び第二チャネ
ル壁で形成されるチャネル領域も含まれているハッチ；
　(c)第一セクション、第二セクション、及び第三セクション部を有するデバイスであっ
て、第二セクション部が、前記のハッチの少なくとも一部分を確実、且つ取り外し可能に
するための止まり穴が付いているデバイスを含み；
　(d)前記ハンドルの先端の一部はハッチの一部に挿入され、この時第一先端軸は第一チ
ャネル壁と第二チャネル壁により確実、且つ取り外しが可能なように装着され、第二先端
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軸は第一スプリングと第二スプリングで確実、且つ取り外しが可能なように装着され、さ
らに前記ハッチはモバイルデバイス用取り付けハンドルになるようデバイスの止まり穴内
に確実、且つ取り外しが可能なように装着され、；および
　(e)前記デバイスは、少なくとも一つの電子機器を収容するための少なくとも一つの空
間を有することを特徴とする、モバイルデバイス用取り付け用ハンドル。
【請求項２０】
　モバイルデバイス用取り付け用ハンドルであって、該モバイルデバイス用取り付け用ハ
ンドルは、;
　(a)先端部と後端部を有し、先端部には第一先端軸、及び第二先端軸があるハンドルで
あって、この第一と第二先端軸が前記先端部の向かい側に位置するハンドル;
　(b)第一ハッチ軸、及び第二ハッチ軸を有するハッチであって、この両ハッチ軸が前記
ハッチの向かい側に位置し、前記ハッチがさらに、第一スプリング（ばね）及び第二スプ
リングから成り立つ拡張機能を特徴とし、さらに第一チャネル（経路）壁及び第二チャネ
ル壁で形成されるチャネル領域も含まれている、ハッチ；
　(c)第一セクション、第二セクション、及び第三セクション部を有するデバイスであっ
て、第二セクション部が、前記ハッチの少なくとも一部分を確実、且つ取り外し可能にす
るための止まり穴が付いているデバイスを含み；
　(d)前記ハンドル先端の一部はハッチの一部に挿入され、この時第一先端軸は第一チャ
ネル壁と第二チャネル壁により確実、且つ取り外しが可能なように装着され、第二先端軸
は第一スプリングと第二スプリングで確実、且つ取り外しが可能なように装着され、さら
に前記のハッチはモバイルデバイス用取り付けハンドルになるようデバイスの止まり穴内
に確実、且つ取り外しが可能なように装着され、；および
　(e)前記デバイスは、少なくとも一つの電子機器を収容するための少なくとも一つの空
間を有し、且つ少なくとも一つの電子機器は少なくとも一つのコンピューターデバイスと
通信する少なくとも一つの手段を有することを特徴とする、モバイルデバイス用取り付け
用ハンドル。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願の相互参照
　本特許出願は、2013年1月2日に提出した「取り付けハンドルのシステム、方法及び装置
」というタイトルの米国仮特許出願第61/748,421号の優先権と利益を主張し、仮出願の全
開示が引用により本明細書に組み込まれる。
【０００２】
　本発明は、本体（デバイス）に接続するハンドルのシステム、方法、および装置に関す
る。具体的には、本発明の態様はデバイスに接続された取り外し可能なハンドルに関連す
る。さらにまた、本発明の態様は、デバイスに接続された取り外し可能なハッチに連結さ
れた取り外し可能なハンドルに関連する。さらにまた、本発明の態様は、デバイスに接続
された二軸で確実かつ取り外し可能なハンドルに関連する。さらに他の態様において、本
発明は取り外し可能なハッチを介して離型ハンドルに接続されたデバイスに関連し、前記
ハンドルは必要に応じてハンドルを延長するための手段を有する。デバイスは必要に応じ
て固定された電子装置を搭載し、電子装置はコンピューター機器と通信する少なくとも一
つの手段を有する。
【背景技術】
【０００３】
　大工、電気技師、キャビネットインストーラ等の建築・建設関連業者は、壁裏の間柱の
位置を確定するのに苦労することが多々ある。その他にも、設置されたシートロック又は
壁板の背後などにある金属、木材、プラスチックスタッド、金属物、木製の物体、熱シグ
ネチャ（熱紋）、電気配線、配管、及び他の埋め込まれた又は隠れた気体、液体、または
固体なども例として挙げられるが、これらに限定されるものではない。例えば、このよう
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な壁は、通常約16インチ（約40 cm）間隔に位置する間柱で形成されており、約1/8インチ
（約3 mm）から3/4インチ（約19 mm）までの範囲の様々な厚さのシートロックやベニヤ板
などの壁材に釘付けされている。壁の仕上げと塗装などが終われば、釘、間柱の位置、電
気配線や配管、およびその他の埋め込まれた、または隠れた気体、液体、および固体は視
覚的には検出できない。
【０００４】
　例として、壁裏の間柱の場合には、現時点で一般的に間柱の位置の特定に使用される方
法は、主に支持磁石からなる間柱探知器を利用することを含み、この磁石は磁性材料の存
在を確認すると旋回する仕組みになっている。この探知器は壁板を保持するために打ち付
けられた釘の頭と並ぶようになるまで壁面上に沿ってスライドさせる。間柱探知器のこの
形態はケース内に収納し、携帯型センサーとして使用することができる。
【０００５】
　間柱の位置確認のさらなる方法として、携帯型センサーを壁面に沿ってスライドさせる
ことによって壁裏にある間柱を探知することを含み、さらに壁面に一番近い面に装着され
たキャパシタプレート、壁裏やキャパシタに直ぐ隣接した位置にある間柱の位置に起因す
る壁の誘電率の変化によるキャパシタプレートの静電容量のいかなる変化をも検出する回
路、そしてキャパシタプレートの静電容量の変化を提示するための手段の組み合わせによ
って間柱の位置を示す。この方法および装置は、全幅的に米国特許第4,099,118（ロバー
トC.フランクリンら）に記載されており、参照により本書に完全に組み込まれている。
【０００６】
　したがって、間柱の位置を確定する以前の試みは手だけ（ハンドヘルド）で行われてい
たことが分かる。これにより間柱探知器の使用はユーザーの背の高さおよび/または腕の
長さまでに制限されていた。例えば、高い壁や天井など、ユーザーが自分の身体能力を越
えた場所にある間柱の位置を確定したい場合、使用範囲を拡大するため椅子やハシゴまた
は他の装置を使用しなければならなかった。床または床に近い場所にある間柱の位置を確
定したい場合は、ユーザーはさらにしゃがみこんで手や膝を使ってその壁や床を走査する
必要があった。どちらも既存の方法は時間がかかり、面倒で、潜在的に危険でもある。
【０００７】
　本発明は従来技術の欠点を改善し、取り付け用ハンドルの独自のシステム、方法、及び
装置を提供する。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の一つの側面は、取り付け用ハンドルのための独自のシステム、方法および装置
にある。
【０００９】
　したがって本発明の一つの目的は、取り外しが可能な状態でハンドルをデバイスに接続
することにある。
【００１０】
　本発明の別の目的は、取り外しが可能な状態でデバイスに連結されているハッチに取り
外しが可能な状態で接続したハンドルを提供することにある。
【００１１】
　本発明のさらに別の目的は、二軸旋回ハンドルを提供し、デバイスへの接続が確実に、
それでいて取り外しが可能な状態にすることにある。
【００１２】
　本発明のさらなる別の目的は、デバイスの使用範囲を床から天井まで拡張するために伸
縮自在であると同時に、取り外しが可能な状態でデバイスに接続されたハンドルを提供す
ることにある。
【００１３】
　したがって、一態様では、本発明は下記の要素で構成されるモバイルデバイス用取り付
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けハンドルを含み、該モバイルデバイス用取り付けハンドルは、：
（a）先端部と後端部を有し、先端部には第一先端軸、及び第二先端軸がある、ハンドル
であって、この第一と第二先端軸が前記先端部の向かい側に位置するハンドル；
（b）第一ハッチ軸、及び第二ハッチ軸を有するハッチであって、この両ハッチ軸が前記
ハッチの向かい側に位置し、前記ハッチがさらに、第一スプリング（ばね）及び第二スプ
リングから成り立つ拡張機能を特徴とし、さらに第一チャネル（経路）壁及び第二チャネ
ル壁で形成されるチャネル領域も含まれるハッチ；
（c）第一セクション、第二セクション、及び第三セクション部を有するデバイスであっ
て、第二セクション部が、前記ハッチの少なくとも一部分を確実、且つ取り外し可能にす
るための止まり穴が付いているデバイス、を含み；
（d）前記ハンドルの先端の一部はハッチの一部に挿入され、この時第一先端軸は第一チ
ャネル壁と第二チャネル壁により確実、且つ取り外しが可能なように装着され、第二先端
軸は第一スプリングと第二スプリングで確実、且つ取り外しが可能なように装着され、さ
らに前記ハッチはモバイルデバイス用取り付けハンドルになるようデバイスの止まり穴内
に確実、且つ取り外しが可能なように装着される。
【００１４】
　別の態様において本発明は下記の要素で構成されるモバイルデバイス用取り付けハンド
ルを含み、該モバイルデバイス用取り付けハンドルは、：
（a）先端部と後端部を有し、先端部には第一先端軸、及び第二先端軸があるハンドルで
あって、この第一と第二先端軸が前記先端部の向かい側に位置するハンドル；
（b）第一ハッチ軸、及び第二ハッチ軸を有するハッチであって、この両ハッチ軸が前記
ハッチの向かい側に位置し、前記ハッチがさらに、第一スプリング（ばね）及び第二スプ
リングから成り立つ拡張機能を特徴とし、さらに第一チャネル（経路）壁及び第二チャネ
ル壁で形成されるチャネル領域も含まれるハッチ；
（c）第一セクション、第二セクション、及び第三セクション部を有するデバイスであっ
て、第二セクション部は、前記ハッチの少なくとも一部分を確実、且つ取り外し可能にす
るための止まり穴が付いているデバイス、を含み；
（d）前記ハンドルの先端の一部はハッチの一部に挿入され、この時第一先端軸は第一チ
ャネル壁と第二チャネル壁により確実、且つ取り外しが可能なように装着され、第二先端
軸は第一スプリングと第二スプリングで確実、且つ取り外しが可能なように装着され、さ
らに前記ハッチはモバイルデバイス用取り付けハンドルになるようデバイスの止まり穴内
に確実、且つ取り外しが可能なように装着され、および；
（e）前記デバイスは、少なくとも一つの電子機器を収容するための少なくとも一つの空
間を有する。
【００１５】
　さらに別の態様において本発明は下記の要素で構成されるモバイルデバイス用取り付け
ハンドルを含み、該モバイルデバイス用取り付けハンドルは、：
（a）先端部と後端部を有し、先端部には第一先端軸、及び第二先端軸があるハンドルで
あって、この第一と第二先端軸が前記先端部の向かい側に位置するハンドル；
（b）第一ハッチ軸、及び第二ハッチ軸を有するハッチであって、この両ハッチ軸が前記
ハッチの向かい側に位置し、前記ハッチはさらに、第一スプリング（ばね）及び第二スプ
リングから成り立つ拡張機能を特徴とし、さらに第一チャネル（経路）壁及び第二チャネ
ル壁で形成されるチャネル領域も含まれているハッチ；
（c）第一セクション、第二セクション、及び第三セクション部を有するデバイスであっ
て、第二セクション部が、前記ハッチの少なくとも一部分を確実、且つ取り外し可能にす
るための止まり穴が付いているデバイスを含み；
（d）前記ハンドルの先端の一部はハッチの一部に挿入され、この時第一先端軸は第一チ
ャネル壁と第二チャネル壁により確実、且つ取り外しが可能なように装着され、第二先端
軸は第一スプリングと第二スプリングで確実、且つ取り外しが可能なように装着され、さ
らに前記ハッチはモバイルデバイス用取り付けハンドルになるようデバイスの止まり穴内
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に確実、且つ取り外しが可能なように装着され、；および
（e）前記デバイスは、少なくとも一つの電子機器を収容するための少なくとも一つの空
間を有し、且つ少なくとも一つの電子機器は少なくとも一つのコンピューターデバイスと
通信する手段を有することを特徴とする。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
　本発明の範囲は任意の特定の実施形態よりもはるかに広いが、好適な実施形態の詳細な
説明は図面とともに以下に記載するものとする。これらの図面は例示目的のみのためであ
り、縮尺通りに描かれていない。類似番号は図中の類似機能および要素を示している。本
発明は、添付の図面と併せて以下の詳細な説明を参照することによって理解することがで
きる。
【００１７】
【図１】図1は、本発明のハンドルの例示的な実施形態の側面図を示す。
【図２】図2は、本発明のハンドルの例示的な実施形態の斜視図を示す。
【図３】図3は、本発明のハッチの例示的な実施形態の側面図を示す。
【図４】図4は、本発明のハッチの例示的な実施形態の上面図を示す。
【図５】図5は、本発明のハッチの例示的な実施形態の底面図を示す。
【図６】図6は、本発明のハッチの例示的な実施形態の底面斜視図を示す。
【図７】図7は、本発明のハンドルが受信部に当たる箇所と対になった時の例示的な実施
形態の底面斜視図を示す。
【図８】図8は、本発明のハンドルの例示的な実施形態の上面斜視図を示す。
【図９】図9は、本発明の例示的な実施形態の斜視図をモバイルデバイスの提示によって
示す。
【図１０】図10は、このモバイルデバイスの発明の例示的な実施形態の側面図を示す。
【図１１】図11は、本発明のハンドルが受信部を介して工具と対になった時の例示的な実
施形態の斜視図を示す。
【図１２】図12は、本発明のハンドルが受信部とさらに延長ハンドルを介して工具と対に
なった時の例示的な実施形態の斜視図を示す。
【図１３】図13は、本発明の例示的実施形態の底面図を示す。
【図１４】図14は、本発明のハッチと工具にある空洞部の例示的な実施形態の底面斜視図
を示す。
【図１５】図15は、本発明の例示的な使用の実施形態を示している。
【図１６】図16は、本発明の例示的な使用の実施形態を示している。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　当初、本発明の態様は、走査表面下に埋め込まれた物体を探知するツール、コンピュー
ター、及びデバイスと共に実装されると理解された。これらの物体は、例えば壁裏の間柱
（金属製、木製、及びプラスチックスタッドを含むが、それに限らない）、金属物や木製
の物体、熱紋、電気配線、配管、及びその他の埋め込まれた、又は隠れた気体、液体、或
いは固体などである。
【００１９】
　図1は、本発明のハンドルまたは杖10の例示的な実施形態の側面図を示す。ハンドル10
は、先端または先端部12と、把持部18、及び後端部16で構成されている。先端部12は、参
照の通り、少なくとも1つの例示的な軸、タブ、雄部分、または接続を要する13、14で構
成されている。少なくとも1つの例示的な軸13、14は、理想的には先端部12の向かい側に
位置する。把持部18においては、必要に応じて少なくとも一つの把持手段15を、様々なグ
リップ手段のグループ内から選ぶ。このグループはゴムのグリップ15、粗面のグリップ15
、くぼみのグリップ15、突起のグリップ15、およびそれらの組み合わせから形成されるグ
リップなど、様々なコンビネーションで構成されている。先端部12にある軸13、14は、他
の装置やツールと対になった時に交換できるように左右対称であることが好ましい。
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【００２０】
　図2は、本発明のハンドル10の例示的な実施形態の斜視図を示し、また軸13、14のうち
少なくとも一つも示されている。後端部16は理想的には少なくとも一つの開口部、止まり
穴、空洞、または雌部分17を有する。開口部17には、好ましくはねじ溝（スレッド）19の
ような少なくとも一つの設置手段19が存在する。設置手段19は、図12、図15、図16に提示
されているように、延長ポール70、または伸縮自在ポール80など、別のデバイスをハンド
ル10と対にするのに使うことができる。
【００２１】
　図3は、ハッチ20と示されている本発明の受信部20の例示的な実施形態の側面図を示し
ている。受信部20、またはクリップ20、またはハッチ20は、上側、上部または第一表面21
と底部または第二表面28を有する。第二表面28は、少なくとも一つのストップまたはスト
ッパー22、及び延長部30を有する。延長部30は、軸、タブ、または雄部を備えた側壁かア
ーム26を有するか、または設置手段24を片側に、そして軸、タブ、または雄部を備えた側
壁かアーム26、または設置手段25をもう片側に、図4、図5、及び図6に明確に示されてい
るように理想的には反対側に有する。
【００２２】
　図4は、ハッチ20と示されている本発明の受信部20の例示的な実施形態の上面図を示し
ている。この受信部は上側または上部21、ストップ22、軸、タブ、または雄部を備えた側
壁かアーム26、または設置手段24を片側に、そして軸、タブ、または雄部を備えた側壁か
アーム27、または設置手段25をもう片側に、図4、図5、及び図6に明確に示されているよ
うに理想的には反対側に有する。
【００２３】
　図5は、ハッチ20と示されている本発明の受信部20の例示的な実施形態の底面図を示し
ている。現在の例示的実施形態では、軸24、25のうち少なくとも一つが示されている。一
つの形態においては、軸24、25のうち少なくとも一つの軸先端が凸状になっている。これ
はハッチ20または設置手段20が解放できるようにするため必要以上の力が加わった場合、
軸24、25が外れるようにするためである。別の実施形態では、軸24、25のうち少なくとも
一つの軸先端が凸状ではない。ハッチ20の底部または第二表面28は、ロック手段36、37を
備えた脚延長部34、35を有している。脚延長部34、35は、図7に明確に表示されているよ
うに、ハンドル10の軸13、14の解放設置のためロック手段36、37と共にロック部33を形成
する。脚延長部34、35は、バネ状アーム、またはバネ状手段26、27も形成する。底部また
は第二表面28は、第一チャネル壁38と第二チャネル壁39の間にあるチャネル領域31を有す
る。
【００２４】
　図6は、本発明のハッチ20の例示的な実施形態の底面斜視図を示す。図示の実施形態で
は、例示的なハッチ20のアーム34、35は、図7に明確に示されているように、例示的なハ
ンドル10をしっかりと固定するためバネが付いている。別の実施形態においては、バネ状
アーム34、35の間の領域33は、ハンドル10の軸13、14が水平線上軸に沿って確実に回転で
きるように許可している。ハンドル10の軸13、14は、ストップ22の方向に向かったチャネ
ル壁38、39内で案内されており、一度ハッチ20に挿入されると、図7で明確に示されてい
るように、軸13、14は、確実に取り外し、設置が可能なようにロック領域33内とロック手
段36、37内に固定される。
【００２５】
　図7は、本発明のハンドル10の例示的な実施形態の底面図を示し、受信部20と対にされ
る。実施形態では、ハンドル10を受け入れるため、ハッチ20の例示的アーム26、27にはバ
ネが付いている。実施形態では、ハンドル10の軸13、14のうち少なくとも一つはハッチ20
のアーム26、27の間にぴったり合うようになっている。ストップ22は、ハンドル10が取り
外しが可能な状態で受信部20と対になった後、先端部12が前方に移動するのを避ける。図
7、図8で示すように、受信部20と対になった時、例示的ハンドル10は水平線上に沿って、
また矢印81、82で示されているように、受信部20内の左側か一番目側から、右側か二番目
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側まで確実に回転する。見てわかる通り、第一軸13、14はハッチ20にスライドしながら挿
入され、延長部30のバネの部分34、35、36、37によって、安全に、取り外しが可能な状態
で固定される。同時に、第二軸14、13（参照例無し）も、ロック領域33付近にあるチャネ
ル38、39内にもしっかりと固定される。
【００２６】
　図8は、例示的な受信部20と接続されたハンドル10の例示的な実施形態の上面斜視図を
さし、ここでは例示的なハッチ20として示す。
【００２７】
　図9は、デバイスまたはツール50を表示した本発明の例示的な実施形態の斜視図を示す
。これには前面部52、中間部54、背面または背面部56、上部または第一のセクション57、
そして下側または第二部分59を有する。理想的には、前面部52は、ディスプレーまたはデ
ィスプレー領域55と、少なくとも1つのボタンまたはスイッチ51を有する。さらに中間部5
4は、受信部20と軸13、14を持つ先端12の一部を収容するためのハッチ空洞またはめくら
穴40を有していることが理想的である。背面または背面部56は、必要に応じて開口49の付
いたエクステンション48を有する。例示的なハンドル10は、ここでは受信部20から分離さ
れ、例示的なハッチ20として示されている。少なくとも1つの例示的な軸13、14が、受信
部20と対になるのに使われるハンドル10の先端12にも表示されている。ツール50は必要に
応じて滑り止めまたは把手（グリップ）手段53を有することができ、少なくとも1つの把
手手段53は、ゴムグリップ手段53、粗面グリップ手段53、一連の窪み部53のシリーズ、一
連の突出部53のシリーズ、そして前述の手段の組み合わせを含むグループの中から選択す
ることができる。
【００２８】
　図10は、例示的なハンドル10が受信部20から分離されている本発明のツールまたはデバ
イス50の例示的な実施形態の側面図を示し、ここではハッチ20として表示されている。こ
の実施形態において、例示的な軸13、14の少なくとも1つがハンドル10の先端12に表示さ
れており、例示的な受信部20と接続、または対にされるところである。幾つかの用途にお
いては、ツール50の下部または第二の面59に少なくともパッド58が一つ付いていることが
理想的である。
【００２９】
　図11は、ハンドル10を示す本発明の例示的な実施形態23を示す斜視図であり、受信部20
を介して、ツール50と対になっている。ここに表示されている例示的な本実施形態におい
て、例示的なハンドル10は取り外しが可能な状態で受信部20と接続されている。この例示
的な実施形態において、例示的なハンドル10は取り外しが可能な状態でハッチ20に接続さ
れている。しかし、別の実施形態においては、受信部20はツール50に取り外しが可能な状
態で接続される代わりに、永久的に取り付けられている可能性もある。現実施形態では、
ハンドル10はその挿入端12に少なくとも1つの例示的な軸13、14を有している。また一つ
の実施形態では、ハンドル10の先端12はそのハンドルの挿入端12に少なくとも1つの例示
的な軸13、14を有している。この例示的実施形態においては、ハンドル10の先端12は、例
示的なハッチ20の受信部と組み合わさっている。図7及び図8の参照でより明確に示されて
いるように、例示的ハンドル10の軸13、14によって、ハンドル10がハッチ20に接続された
時横に揺れることができる。
【００３０】
　図11で表示された実施形態において、ハンドル受信部20と組み合わさった例示的なハン
ドル10の反対側または後端16は、図12、図15、図16に示されているように、少なくとも一
つのさらなるエクステンション70、80を受けられるよう設計されている。これは結果とし
てユーザー75のツール50の操作範囲がさらに拡張されることを意味する。実施形態におい
て、例示的ハンドル10はさらなる延長部70、80を受け入れるために本来完全にあるいは部
分的に筒状になっている。実施形態において、例示的ハンドル10は延長部70、80との接続
をさらに確かなものにするため、ねじ溝（スレッド）19に取り付けることも可能である。
さらに別の実施形態では、例示的なハンドル10は小さな筒状の延長部70、80を受けられる
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よう設計されており、この延長部はハンドル10に挿入される。またさらに別の実施形態で
は、例示的延長部70、80は、さらに追加の延長部 70、80を受けられるよう設計されてい
る。またさらに別の実施形態では、延長部70、80は折りたたみ式の筒状差し込み部70、80
でもあり、またこの差し込み部は好みの長さにするため縮めたり伸ばしたりもできる。ま
たさらに別の実施形態においては、延長部70、80は伸縮自在の延長部70、80であることも
考えられる。
【００３１】
　図12は、本発明の例示的な実施形態23の側面図を描いたものであり、受信部20を介して
ツール50と対になったハンドル10が表示され、さらにハンドル延長部70を装備している。
ツール50は、空洞または空間61内に電子デバイス60と共に備え付けることもできる。この
デバイス60は、理想的には、有線または無線のような媒体91を用いて、他の電子デバイス
60、コンピューター 90、またはサーバー 90と通信することができる。この場合、第2の
デバイス60がコンピューター 90であることもあり、さらに別の場所90に配置されている
可能性があることも理解されたい。図示の実施例では、例示的なハンドル10は例示的受信
部20に接続されている。この例示的な実施形態においては、例示的なハンドル10は例示的
なハッチ20に外すのが可能な状態で接続され、このハッチ20は外すのが可能な状態で例示
的なツール50に接続されている。一つの例示的実施形態では、ハンドル10は、ツール50と
関連があり、ツール50内の空洞または空間61の中に装備されているいかなるタイプのセン
サー 60をも妨害（電波、音波等）することの無いプラスチックや他の物質で製造されて
いる。例示的な一実施形態では、図12、図15、図16に示されているように、ハンドル10は
追加延長部70、80と接続されるように設計されている。例示的な一実施形態では、ハンド
ル10は、追加延長部がツール50に関連するあらゆるセンサー 60に対して妨げにならない
ような物質で製造されている。例えば、もし例示的な延長部70、80が金属、またはツール
50に関連するあらゆるセンサー 60を妨害し得る金属で製造されている場合、例示的なハ
ンドル10はそのような潜在的な妨害を回避または削減するためのバッファー（クッション
、または緩衝材の役目）として作用する。例示的な一実施形態において、例示的なハンド
ル１0は、妨害に起因するツール、モバイルや検出デバイスの誤った読み取りや、測定値
が出てしまう可能性を削減または防止すると考えられる。
【００３２】
　図13は、本発明の実施形態23の底面図を表示している。見てわかるように、底面59は少
なくとも一つのオプションのパッド58を有しており、このパッドはツール50が使用されて
いる表面上でツールがスムーズに動けるようにするためのものである。いくつかの用途に
おいては、ツール50は電池ケース62が装備されており、ケース内の電池をしっかりと固定
する電池カバー 64（ここには表示されていない）が付いている。電池カバー 64には、ヒ
ンジまたは固定手段やタブ63が付いており、カバー 64を使った電池ケース62の開閉が確
実に行える。いくつかの用途においては、ツール50のより低い又は底面59に、インク貯蔵
部またはマーキングの手段66が装備されており、これらは空洞、空間または止まり穴 65
内部に含まれている。インク貯蔵部66は、使われていない時にはキャップまたはカバー68
によって保護されている。キャップ68は必要に応じてストラップ（吊革）69を設けること
ができ、ストラップの一端はキャップ68に、もう一端はインク貯蔵部66の周辺などの表面
59の一部分に固定することができる。いくつかの用途において、底面59はインク貯蔵部ま
たはマーキングの手段66の使用時にキャップまたはカバー 68を固定するためのキャップ
またはカバー領域67を装備することができる。インク貯蔵部またはマーキングの手段66は
、ユーザー 75の必要性に応じて表面上に印を付けるために使用される。
【００３３】
　図14は、例示的ハッチ20の軸24、25のうち少なくともその一つを描いた本発明の実施形
態の側面斜視図を表示している。この実施形態において、軸24、25のうち少なくともその
一つは凸状で、さらにその軸を受け入れるために設計された、ツール50の空洞40内部にあ
る例示的な部分、止まり穴、または「メス」の部分 45に挿入することができる。一実施
形態では、軸24、25を受け入れるために設計されたツール50の一部をツール空洞40の側壁
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81内に配置することもできる。一実施形態では、例示的な部材が軸24、25を受け入れるた
めに使用することができ、ツール50の周辺部に連結することができる。また、別の実施形
態においては、軸24、25の受信部は、ツール50のどこにでも配置することができる。
【００３４】
　図15は、本発明の例示的な実施形態の使用法を描写している。本発明の一実施形態では
、ユーザー 75は、壁74や天井76、床72上、またはツール50が使用されるいかなる表面上
でも発明ツール23を使用することができる。この時、ハンドル10、又は少なくとも一つの
延長部70、80と接続された状態のハンドル10を使えば、立った姿勢からでも座っていても
ツールの使用が可能である。この例示的な実施形態では、例示的なハッチ20との接続後、
ハンドル10の先端部12はツール50のレバーとして作動し、表面72、74、76に沿ってハンド
ル10を回転させ、ユーザー 75が望む360°のどの方向にも回転することができる。ツール
またはデバイス50は、埋没されている物体95を検出するため表面72、74、76上を走査する
のに使用することができる。検出ターゲットの例は、壁の木製間柱95、金属製間柱95、プ
ラスチック製間柱95、金属物体95、木製物体95、プラスチック物体95、熱紋95、電気配線
95、配管95、その他の隠れて埋め込まれている気体95、液体95、または固体95など、数多
くの物質が挙げられる。本発明は、壁裏、天井裏、床下探知機50のようなデバイス50を、
オペレーター又はユーザー 75が立っていても座っていても使用することを可能にし、さ
らに探知機50の走査範囲を広げ、その調節の度合いを高める。探知機またはデバイス50は
、表面72、74、76に対して平坦（平行）に保持することができ、オペレーター又はユーザ
ー 75の観点からは、広い角度範囲で走査をすることができる。上述のように、表面72、7
4、76上の探知機またはデバイス23、50の方位はハンドル10、70、80を回転させることに
よって調節することができる。
【００３５】
　図16は、本発明の例示的な実施形態の使用法を描写している。実施形態において、ハン
ドル10は、外すのが可能な状態で例示的な受信部20と接続している。別の実施形態では、
例示的な受信部20（ここでは例示的なハッチ20として表記）は外すのが可能な状態でツー
ル 50に接続されている。一実施形態では、少なくとも一つの延長部70、80を受け入れら
れるように例示的ハンドル10を延ばすことが可能である。さらにツール50の許容範囲を拡
張するために、各延長部70、80がさらなる追加延長部70、80を受け入れられるように設計
され得る。図16に表示されている通り、短いまたは小さなハンドル10を使った場合のユー
ザー 75の許容範囲は、半径R1までであるが、追加部70をハンドル10に取り付けることに
よって半径R2まで、あるいは、ハンドル10や延長部80を形成するように直列に接続されて
いる複数の延長部70 に固定されている伸縮自在の延長部80を使用することにより、半径R
3などのさらに遠くの半径まで容易に拡張することができる。したがって、ユーザー 75は
、この独創的な受信部20に固定されたハンドル10を使って同じ場所からより長い距離をカ
バーすることができる。前述の通り、ハンドルアタッチメント10、70、80には範囲R1、範
囲R2、範囲R3など、様々な望みの全許容範囲をカバーするための互換性がある。恐らく理
解できる通り、ユーザー 75はこのデバイス23を座った姿勢からでも使用することができ
る。さらに、デバイス23には複数の延長部10、70、80と範囲R1、R2、R3が付いているため
、ユーザーは床表面72を走査するのに膝を付いたり、天井表面76を走査するのにハシゴを
使ったりする必要がない。同様に、デバイスまたはツール50、23は、一つの場所からユー
ザー 75の望む別の場所72、74、76へ方位を変更することができる。
【００３６】
　先に述べた様々な例示的な実施形態では、例示的なハッチ20は、様々な機能を作動させ
るため、確実、且つ取り外しが可能なようにツール50に装着されている。様々な例示的な
実施形態において、ツール50は壁内の間柱（表記なし）の中心点を決定するために使用さ
れる表面探知機50とみなすことができる。例示的な実施形態では、例示的なハッチ20は、
理想的には例示的なツール50の空洞40内部に収容され、ハッチ20は軸24、25として、例示
的ツール50の空洞40内部の縦軸の周辺部を回転する。例示的な実施形態では、ハッチ20は
理想的には少なくとも軸24、25を一つ有し、ハンドル10は理想的には軸13、14を一つ有す
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る。故に、ハッチ20が第一の回転方向に移動・回転し、ハンドルが第二の回転方向に移動
・回転することを可能にする。例えば、第一の回転方向は上下に動き、第二の回転方向は
左右の動き、またはその逆のパターンであることも考えられる。
【００３７】
　例示的な実施形態では、ハンドル10がハッチ20に接続されている時、ツール50は水平軸
や縦軸などの第一軸に沿って移動させることができる。この間、ユーザー 75が望めば縦
軸や水平軸などの第二軸に沿って移動も可能である。例示的な実施形態では、ハッチ20に
繋げた後、ツール50が表面72、74、76に沿って360°回転できるようハンドル10の先端12
は支点を形成し、さらにレバーとして作動する。
【００３８】
　ポールまたはハンドル10、延長ポール70、または伸縮自在のポール80は、理想的にはプ
ラスチック、ポリカーボネート、アクリロニトリルブタジエンスチレン（ABS）、複合材
料、金属、木材、またはこれらの幾つかの組み合わせなどを含むグループの中から選ばれ
た材料からできている。
【００３９】
　壁裏にある間柱の位置を特定するために本発明で使用されるツール23は、他にも設置さ
れた石膏ボードや壁表面を形成する人工壁板の裏側などに隠れた金属製、木製、プラスチ
ック製の間柱、金属物、木製物質、熱紋、電気配線、配管、およびその他の隠れて埋め込
まれている気体、液体、または固体など、数多くの物質の検出にも使用される。これらの
ツールは、ソフトウェアの説明や手順を実行・作成するため、一つまたは複数のコンピュ
ーターに搭載されることができる。本発明の一実施形態によれば、使用されるツール23は
サーバー 90、および通信ネットワーク91を介してデータを送信・受信するクライアント
コンピューター 91、または繊維もしくは銅ベースの通信ネットワーク91と通信すること
ができる。データや本発明の他の側面へのアクセス、ダウンロード、操作ステップはサー
バー 90内の中央処理装置（CPU）とメモリ 90に保存された手順のシークエンスを操作す
るクライアントコンピューターによって実現される。このメモリは、ランダムアクセスメ
モリ（RAM）90、読み取り専用メモリ（ROM）90、大容量記憶装置90のような永続ストア90
、またはこれらのデバイスの組み合わせでもありうる。これらの手順のシークエンスを発
動すると、CPU 90が本発明の実施形態によるステップの実行を開始する。
【００４０】
　手順は、ネットワーク接続91を介して、保存デバイス90または一つか複数のコンピュー
ターシステム90 からサーバーまたはクライアントコンピューター 90のメモリに搭載する
ことができる。例えば、サーバー 90 からネットワーク接続91を介してクライアントに発
信されたメッセージに応答して、クライアントコンピューター 90は手順のシークエンス
をサーバーコンピューター 90に送信することができる。サーバー 90がネットワーク接続
91を介して手順を受信する際、その手順をメモリ90に保存する。サーバー 90は、後に実
行するため手順を保存したり、またネットワーク接続91を介して得た手順を即座に実行す
ることもある。またいくつかのケースにおいては、CPU 90は、ダウンロードした手順を直
接サポートすることもある。他のケースでは、手順がCPU 90によって直接実行されず、そ
の代わりに手順を解釈するインタープリター（翻訳者）によって実行されることもある。
他の実施形態では、本発明を実施するため、ソフトウェアの手順の代わり、またはソフト
ウェアと組み合わせて、組み込まれた電子回路が使用されることもある。したがって、本
発明で使用されるツールは、サーバーまたはクライアントコンピューター 90によって実
行される手順用のハードウェア回路とソフトウェアの特定の組み合わせ、または特定の根
源に限定されるものではない。ある場合においては、クライアントとサーバー機能が単一
のコンピュータープラットフォーム90上に搭載されることもある。
【００４１】
　なお、本発明のクリップやハッチ20は、ツール50やハンドル10、70、80と迅速に付着ま
たは取り外しができるように構成されていることを理解されたい。さらに、ハッチ20は、
圧力がかかるとツール20の空洞40からポコッと出たり、ハンドル10、70、80の先端12にあ
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、50は、圧力がかかっても損傷することがない。また、各構成要素10、20、40、50は、要
素間で簡単に取り付け、取り外し、あるいは組み立て、さらなる組み立てをすることがで
きる。
【００４２】
　本発明の実施形態は、添付の図面を参照しながらさらに細かく説明されている。この図
面は本明細書の一部でもあり、また本発明が実施される特定の例示的な実施形態をイラス
トを通して描写している。しかし、本発明は多くの異なる形態で実施することができ、本
書に記載された実施形態に限定されると解釈されるべきではない。むしろここで説明され
た実施形態は、この開示が徹底的かつ完全なものであるように、そして本発明の範囲が当
業者に伝わるように提供されている。
【００４３】
　明細書および特許請求の範囲を通して、以下の用語は特に断りのない限り、その意味は
明らかに本書に関連するものである。本書で使用する「一実施形態では」というフレーズ
は、同じ実施形態を指すこともあるかもしれないが、必ずしもそうだとは限らない。さら
に、「別の実施形態では」というフレーズは、異なる実施形態を指すこともあるかもしれ
ないが、必ずしもそうだとは限らない。したがって後述のように、本発明の様々な実施形
態は、本発明の範囲または精神から逸脱することなく容易に組み合わせることができる。
【００４４】
　さらに、本発明のある実施形態が説明されているが、これらの実施形態は例としてのみ
提示されており、発明の範囲を限定するものではない。実際、本書に記載の新たな方法お
よびシステムは、他の様々な形態で実施することができる。さらに、本書に記載する方法
およびシステムの形態の種々の省略、置換、および変化は、本発明の精神から逸脱するこ
となく行うことができる。
【００４５】
　本書で使われている明細書および特許請求の範囲の「例えば」、「～といった」、また
は「～のような」といった用語や、「～を含む」、「～を持った」や他の動詞形は、一つ
や複数のような構成要素または他の項目のリストに関連して使用されている場合、それぞ
れオープンエンドとして解釈されるべきである。このリストは、他の追加構成要素や項目
を除くという意味ではない。他の用語は、内容と異なる解釈を必要とする状況でない限り
、それらの最も広い合理的な意味を使用して解釈されるべきである。
【００４６】
　したがって、本発明は本書に記載の実施形態にだけ限定されるものではなく、本発明の
精神および範囲から逸脱することなく本発明の構成要素に種々の変更をすることが可能で
ある。本発明の様々な側面もまた、実施形態に開示されている複数の構成要素の任意の適
切な組み合わせの中から抽出することができる。いくつかの構成要素は、実施形態に開示
されている構成要素の中で全て削除することもできる。別の実施形態で説明した構成要素
は適宜に組み合わせることができる。
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